
 
 

令和３（２０２１）年度 熊本市地域包括支援センター運営方針（案） 

令和 3（2021）年 4 月 1 日  

熊本市 健康福祉局 福祉部 高齢福祉課 

 

１．地域包括ケアシステムの推進に向けて 

令和 3（2021）年 3 月策定の第 8 期令和 3（2021）年度～令和 5（2023）年度「熊

本市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」（以下「はつらつプラン」という。）に

おいて、本市の令和 3（2021）年の 65 歳以上の人口は約 19.5 万人、総人口に占める

割合は 26.7％という状況から、団塊の世代が 75 歳以上に到達する令和 7（2025）年

においては、約 20.5 万人、28.1％にも達すると推計している。 

こうした高齢化の進展に伴い、介護保険事業費についても令和 3（2021）年度当初

予算で 646.8 億円から令和 5（2023）年度には推計 714.2 億円に増大し、財源となる

介護保険料についても、第 8 期においては剰余金の充当等により 4 期ぶりに減額とな

るものの、第 9 期となる令和 7（2025）年度の推計値では再び増額に転じることが見

込まれている。 

そのような中、「はつらつプラン」で目指す「高齢者の人権と自立が尊重され、みん

なで支え合いながら、住み慣れた地域で健康でいきいきとその人らしく安心して暮ら

せる社会」を実現するためには、「はつらつプラン」に掲げる様々な取り組みを一体的

に推進し、地域包括ケアシステムの推進に取り組んでいく必要があり、また、各地域

包括支援センターについても、地域包括ケアシステムの中核的機能を担う機関として

重要な役割を果たしていく必要がある。 

特に、今期の契約期間（2018 から 2023 年度）は、2025 年を目前に控えた極めて

重要な時期を担うことから、高齢化が一層進展する 2040 年を見据えつつ、市と地域

包括支援センターはさらなる連携をとりながら、地域包括ケアシステムの推進に向け
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た取り組みを着実に進めていく必要がある。 

 加えて、新型コロナウイルス感染症への対応として、令和元年度末以降、高齢者へ

の感染予防や介護予防に関する情報発信を行うほか、感染拡大の状況に応じて地域の

介護予防活動の自粛を呼び掛けたところである。高齢者の長期の活動量の低下は、身

体機能低下により介護が必要となるリスクが高まることから、今後も継続的に自宅で

もできる介護予防の取組の周知等を行うとともに、今後の感染状況を注視しつつ、収

束後はできるだけ早い時期に地域における住民主体の介護予防活動が再開できるよ

う、地域住民に対する支援を行っていく必要がある。 

 
 

２．地域包括ケアシステムの構築方針 

 第８期はつらつプランを推進し、高齢者自らの積極的な社会参加や健康づくり・介

護予防を促進するほか、介護保険サービスや医療機関、介護施設、民間企業等の地域

資源の活用による多様な生活支援の充実を図ることで、地域包括ケアシステムの推進

に向けて、市民や民間の関係団体の理解を深めつつ、総参加で取り組んでいく。 

また、地域包括ケアシステムが円滑に機能していくために、地域住民が主体となっ

て、地域の特性や実情から生じる様々な地域課題に対し、地域資源を生かしながら、

ネットワークを形成し、課題解決に向けた議論や検討、実践を通したまちづくりを進

める。 

そのため、引き続き日常生活圏域や区域、市域に設置した各階層の「地域包括ケア

システム推進会議」が連携することによって、情報の共有化や検討を進めながら、解

決に向けた取組を推進することで、本市における地域包括ケアシステムを具現化して

いく。 

加えて、「まちづくりセンター」と地域包括支援センターがより一層連携すること

によって、本市のまちづくりと地域包括ケアシステムを一体的に推進する。 



 
 

 

３．重点的な業務の方針 

令和 3 年度の地域包括支援センター業務のうち、以下の業務を重点的に取り組む。 

 なお、新型コロナウイルス感染症の拡大状況を十分注視した上で、高齢者の感染防

止を最優先しつつ、将来の介護が必要となるリスクの軽減に向けた介護予防活動や生

活支援のための対応を実施する。 

（１）自立支援・重度化防止に向けたケアマネジメントの強化と将来を見据えた取組

の検討 

  自立支援型地域ケア会議を引き続き開催し、各種専門職とともに自立支援・重度

化防止の理念の普及拡大、定着化を推進するほか、各区役所と地域包括支援センタ

ーが綿密に連携すること等によって、介護や支援を要する方のできるだけ早期の自

立支援・重度化防止に向けた取り組みを強化し、地域特性や状態に応じた適切なサ

ービスの提供を目指す。 

  また、第 8 期はつらつプランにおける今後の主な課題と施策の展開方針を踏ま

え、市とともに将来を見据えた具体的取組の検討及び推進を図る。 

 

（２）多様な生活支援サービスの創出と持続的運営に向けた支援 

  生活支援コーディネーターを中心として、地域課題の抽出や生活支援の担い手と

なる人材育成等、地域資源の掘り起こしや開発、ニーズとのマッチングを行うとと

もに、「熊本市地域支え合い型サービス補助金」を活用し、多様な生活支援サービス

の普及拡大や、持続的運営を引き続き支援する。 

 

（３）住民主体の通いの場の普及・拡大 

  住民主体の通いの場である「くまもと元気くらぶ」や地域の健康サロン等の新規

設立の支援や継続運営に関する助言等の必要な支援を行うほか、外出機会の乏しい



 
 

方を地域の通いの場につなげる等により、介護予防活動の普及・拡大を推進する。 

  また、新型コロナウイルス感染症の状況に応じながら、できるだけ早い時期に従

前の地域活動の状態に戻ることができるよう、地域住民に対する支援を行っていく。 

 

（４）くまもとメディカルネットワーク等を活用した医療介護連携の推進 

  日常業務におけるくまもとメディカルネットワークの活用や利用拡大に向けた

普及啓発に取り組むほか、地域の多職種の連携を深め、高齢者が住み慣れた地域で

質の高い医療や介護を受けることができる体制づくりを推進する。 

 

４．地域包括支援センター各業務の方針 

 地域包括支援センターの各業務については、「熊本市地域包括支援センター運営業

務委託仕様書」に定める内容に沿って適切に実施する。 

また、業務を実施するに当たっては、常に公益性・地域性・協働性の３つの視点を

意識しながら地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を行

うことで、地域住民の保健医療の向上及び福祉の増進を図る。 

 また、新型コロナウイルスをはじめとする各種感染症に対しては、職員の感染防止

に向けた対策を徹底するとともに、地域住民に対しても感染症対策や介護予防に向け

た必要な情報の提供や支援を行う。 

 
 

５．市との連携の方針 

 市内の地域包括支援センターが連携して設置する「熊本市地域包括支援センター連

絡協議会」と市は、地域支援事業ならびに介護保険事業を適切かつ円滑に推進するた

め、定期的に協議、意見交換を行いながら、本市の地域包括ケアシステムの推進に連

携して取り組む。 

 


